
平成２０年度：２４９件（調査事業：１６８件、計画事業：８１件）（制度創設）
平成２１年度：３７３件（調査事業：１１４件、計画事業：２５９件）

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　平成19年10月より施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」（以下「活性化・再生法」という。）に基
づき、地域公共交通の活性化・再生に主体的に取り組む地域の法定協議会に対し、計画策定に要する費用や計画に
基づいて行われる、公共交通サービスについて、3カ年を限度とする補助で事業の立ち上げを支援。市町村、交通事業
者、住民等地域公共交通に関する地域の多様な関係者が参画する法定協議会に対してパッケージで一括支援するこ
とにより地域の実情に応じた事業を実現。
＜補助率＞
  　○地域公共交通総合連携計画（法定計画）策定経費　  定額
    ○総合事業計画に定める事業に要する経費
    ・実証運行（運航）                   　　２分の１
    ・実証運行（運航）以外の事業   　　 ２分の１　（※）
     （※）政令市が設置する協議会の取り組む事業　　３分の１

　交通事業者任せでは地域公共交通が維持困難となっている現状を踏まえ、地域が主体的に地域公共交通を維持・活
性化するための取組に対して、期間を限定して立ち上げのための支援を行うことにより、①交通空白地帯の解消等の
モビリティの確保、②高齢者をはじめとする交通弱者の外出機会の増大・生活の質の向上、③生活拠点（病院等）と住
民とを効率的に結びつけることによる持続可能なコミュニティの形成・既存施設の有効利用等を目的としている。

実施状況

予算の状況
（単位 百万円）

--

事業番号 6

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成２０年度地域公共交通活性化・再生総合事業

3,000

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 6,593

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当課室 交通計画課

上位政策

課長
山口　勝弘

総合政策局

一般会計

担当部局庁

地域公共交通の維持・活性化を推進する

4,020

2,792 5,433

関係する計
画、通知等

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第37条

地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する基本方針（平成19年総
務省・国土交通省告示第１号）（抄）
　国は、地域の関係者が一体となって行う地域公共交通の活性化及び再
生のための取組について必要な財政的支援を講ずることとする。

22年度 23年度要求

（単位:百万円）

執行率 - 93.1% 82.4%

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

【一旦廃止】
ただし、政策目的はご理解頂いたので、政策目的を達成するため、交通基本法の検討の中でより効果的な支援策に見直し。

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

【予算科目】
・060　地域公共交通維持・活性化推進費
　・95　地域公共交通の維持・活性化の推進に必要な経費　　　　　　　　　　（２１年度予算額）　　（２１年度決算見込額）
　　・95016-2715-16　地域公共交通活性化・再生総合事業費補助金　　　　６，５９３百万円　　　　　 ５，４３３百万円

※平成２２年度事業仕分け評価結果「各自治体の判断に任せる。」（地域公共交通活性化・再生総合事業）
（とりまとめコメント）
　総合的な観点から見て、こうした事業が現段階において国として行っていく必要性が乏しいことから、長期的には財源を移して各
自治体の判断に任せるべき。

　公共交通利用者の減少により、交通事業者任せでは地域公共交通の維持は困難な状況下において、地域における
効率的なモビリティを確立し、交通弱者の足を確保することは持続可能なコミュニティを形成し、地域の活力を維持して
いく上で極めて重要。また、ＣＯ２排出量削減のためにも公共交通の利用促進が不可欠。
　このような状況を踏まえ、平成20年度より創設された当該事業については、地域公共交通問題に取り組む十分な体
制がない中小規模の自治体を中心にニーズは高いものの、予算額の制約もあり、平成２２年度は要望額の１／２程度
しか応えられない状況。
　こうした中、少子・高齢化の進展、地球温暖化対策等の社会環境の変化に適切に対応していくため、交通基本法の制
定及び関連施策の充実が重要な課題。来年の通常国会の法案提出に向け、本年３月末の中間整理を踏まえ、５～６
月頃を目途に方針をとりまとめる予定。この中で当該事業についても適宜見直しを行い、平成２３年度予算要求等に反
映させる予定。

　事業ごとに支出を把握するとともに事後評価を行い、結果を次年度の事業に反映させるＰＤＣＡ方式により、効率的・
効果的な事業実施を確保するとともに、自己評価だけではなく、有識者による２次評価も実施しており、支出先・使途の
状況を適切に把握。

執行額

総事業費(執行ベース) - - -

2,792 5,433

SENDA-K2F7
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資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省 
５，４３３百万円 

Ａ．法定協議会 
（３７３協議会） 
５，４３３百万円 

【公募・補助】 

活性化・再生法に基づく連携計画策定に必要

な調査等の事業や、連携計画において協議会

が合意した取組のうち、協議会が実施すること

が適当な事業について、「地域公共交通活性

化・再生総合事業計画」をとりまとめ、これに基

づき、地域の多様なニーズ・課題に応じた多様

な事業に取り組む。 

鉄道、バス・タクシー、旅客船等の多様な事業に取

り組む法定協議会が行う地域の実情に応じた自主

的・積極的な取組をパッケージで一括支援すること

により、地域公共交通の活性化・再生を図る。 

て補足する)
(単位:百万円)



費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

A.富山市都市交通協議会 E.

135

使　途
金　額

(百万円）

実証運行費 コミュニティバス実証運行 3

車両購入費 新型低床車両（ＬＲV）の導入（４編成） 521

物品購入費 交通系ＩＣカード導入、イベント電車運行

計

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0計 659

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す

計 0 計

C Gついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

0計 0 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 富山市都市交通協議会 659

2 岐阜市総合交通協議会 190

3 佐渡航路活性化協議会 182

4 広島市・廿日市市地域公共交通利用円滑化協議会 127

5 隠岐海上交通総合連携協議会 124

6 和歌山徳島航路活性化協議会 123

7 守谷市地域公共交通活性化協議会 71

8 江戸川区地域公共交通活性化協議会 66

9 藤枝市地域公共交通会議 64

10 飛島村地域公共交通活性化再生法定協議会 57

A.法定協議会（３７３協議会）　５，４３３百万円



地域公共交通の活性化・再生の必要性 

自家用自動車の普及により、公共交通の維持が困難になる等、地域公共交通を巡る環境は危機的な状況 

  ・自家用乗用車の普及等により、日常生活に
おける自家用乗用車への依存が高まって

公共交通からマイカーへシフト  

   ・地域鉄軌道事業者の約8割が赤字 
・乗合バス事業者の民事再生法・会社更生法

交通事業者の厳しい経営状況 

 ・地方都市、過疎地域における交通 
空白地帯の出現

公共交通サービスの低下 

600

おける自家用乗用車への依存が高まって
おり、長期的に公共交通の利用者は減少
傾向 

  乗合バス事業者の民事再生法 会社更生法
  等の法的整理が続出 
   ・旅客船事業の航路損益は平成4年度以降赤字 

空白地帯の出現
・都市部における交通渋滞等に 
 よるバスの走行環境の悪化   等 

乗合バスの輸送人員（三大都市圏以外）の推移 地域鉄道の輸送人員の推移 国内旅客船の輸送人員の推移 
6 000 200

（百万人） （百万人） （百万人） 

473 
520 492 

442 
401 394 

300

400 

500 

600

4,795  

4,156  

3,381  
2,928  

2,669  3,000

4,000  

5,000  

6,000  
170 

156 154 160 157 

127 
107 99 

100

150 

200

６７％減 

２４％減 
４２％減

0 

100 

200 
2,095  

1,696  1,589  

0  

1,000  

2,000  

3,000  

0 

50 

100 ４２％減

昭和62 平成3 7 11 15 19 
※昭和62年度から平成19年度の期間に廃止・開業等に伴う営業路線の変化がない事業者（72社） 

今後の社会環境の変化等に適切に対応していくためには、地域公共交通の活性化・再生が必要不可欠 

地域における住民のニ ズＣＯ２排出量の拡大高齢化の進展

昭和50 55 60 平成元 5 10 15 20 昭和50 55 60 平成元 5 10 15 20 
（年度） （年度） 

（年度） 

      高齢化率（65歳以上の割合） 
2000年 17 3％ 2007年 21 5％ 2015年 26 9％

■急速に社会の高齢化が進んでいる。 ■自家用乗用車と比較すると、鉄道・バスの 
 ＣＯ２排出量は極めて少ない。 

自家用乗用車に比べて、 
バスは ３／１０ 鉄道は１／１０

地域における住民のニーズＣＯ２排出量の拡大高齢化の進展 

公共

道路 
整備 

満足35.0% 

満足23.2% 

不満32.2% 
50.8% 

42.2% 

増発・路線の工
夫等の公共交
通利便性向上 
中心市街地への
施設集積とアクセ
ス向上

（％） 
具体的ニーズ 

    2000年 17.3％ 2007年 21.5％  2015年 26.9％

資料）平成２０年版 高齢社会白書 

■運輸部門におけるＣＯ２排出量の約半分 
 は自家用乗用車から。 

         バスは ３／１０ 鉄道は１／１０

出典：20年度国土交通白書 全国無作為抽出調査（地方部の集計結果）より 

0% 50% 100% 

公共

交通 

0 50 100 

38.7% 
ス向上

小回りの利く交通
サービスの実現 不満52.6% 



問題の背景  くるま依存社会の到来により、高齢者等の交通弱者の足が奪われ、人々の交流や地域の活力に影響が及んでいる。今後、急速な高齢化
社会の進展により一層深刻に。また、地球温暖化防止のためにも、CO2排出量の少ない公共交通の利用促進が不可欠。 

 地域公共交通活性化・再生総合事業 
 

住民の足の確保、ユニバーサル社会の実現 

法定協議会  地域公共交通活性化・再生総合事業による支援 

環境問題等への対応 活力のある都市・地域 住民の足の確保、ユニバーサル社会の実現 

地域公共交通活性化・再生法（平成１９年１０月１日施行）に基づく基本方針 

市町村  公共交通事業者  道路管理者  住民 港湾管理者  公安委員会  等 

○従来の「事業者任せ」から転換し、

地域公共交通総合連携計画（法定計画） 

＜補助率等＞ 

①「地域公共交通総合連携計画」 
   （法定計画）策定経費 【調査事業】 

  上限 2,000万円 （例）複数市町村間におけるバスの共同運行 

策定
支援 

従来 事業者 」 転換 、
地域の関係者が地域公共交通に
ついて総合的に検討 
 ＜主な課題＞ 
 ・地域のバス交通の活性化や地域鉄 
  道の活性化など地域住民の移動手

取組
支援 

②総合事業計画に定める事業に 
  要する経費（３カ年を限度） 【計画事業】   
   原則 １／２ 
 補助対象経費：実証運行経費（運賃収入等を控
除） 車両等購入費 待合施設の整備費等

 病院・学校等、
住民の生活に必
要な拠点へ移動
するためのバス
を複数市町村が
連携し共同運行

取組
支援 

A村 

B町 

町  段の確保 
 ・バスや路面電車の定時性・速達性の 
  向上、乗り継ぎの改善等 
○地域ごとに交通環境が異なるた
め、当該地域にとって最適な公共

【効果的な事業立ち上げ支援】 
 ・公共交通サービスについて、３カ年を限度とする補助 
  で事業の立ち上げを支援 
【協議会方式による柔軟な運営】

＜制度の特徴＞ 

除）、車両等購入費、待合施設の整備費等連携し共同運行。 

（例）デマンド交通サービスの導入 
 通常の路線バスのような定時定路線の運行
が成立しない地域において、利用者がある場
合 乗客 要望 応じ 経路や運行時

C町

交通のあり方について合意形成を
図り、合意に基づき各主体が責任
を持って推進 
○国は、これを総合的に支援 

【協議会方式 よる柔軟な運営】
 ・協議会に対してパッケージで一括支援することにより、 
  地域の実情に応じた事業を実現 
【事後評価の徹底】 
 ・ＰＤＣＡ方式により、効率的・効果的な事業実施を確保  
 ・各年度の評価を踏まえた柔軟な事業の見直し・実施 

【デマンドバス】 【デマンド受付センター】 

合のみ、乗客の要望に応じて、経路や運行時
間を変えて運行するシステムを導入。 

・調査事業   １６８件 
 

平成２０年度（制度創設）  平成２１年度 

・調査事業   １１４件 

地域公共交通活性化・再生総合事業の予算及び件数の推移 

・新規事業の実施 

計画事業 移行

平成２２年度 

・計画事業    ８１件  （計 ２４９件）

予算額予算額  ３０億円３０億円   予算額予算額  ４４億円４４億円  ＋補正＋補正予算額予算額  ２２億円２２億円  

・計画事業  ２５９件 （計 ３７３件） ・計画事業へ移行

・２２年度も継続実施 

予算額予算額  ４０億円４０億円  



 地域公共交通活性化・再生総合事業の取組み状況 
＜１９年度＞  ＜２０年度＞  ＜２１年度＞  ＜２２年度＞  ＜２３年度＞ 

地域公共交通活
性化 再生法施行

＜２４年度＞ 

地域公共交通
活性化 再生 総合事業創設【予算額３０億円】 交通基本法の制定に向けた検討

※予算関連法案 
  ５月２５日公布 
  １０月１日施行

【予算額４０億円】 
性化・再生法施行
５年後の検討 

活性化・再生
法成立 

※法律の施行後５年を経過した場合において、この
法律の施行の状況について検討を加え、その結果に
基づいて必要な措置を講ずる。 

総合事業創設【予算額３０億円】

【予算額４４億円 補正予算額２２億円】 
                                 

（最大３年間の立ち上げ支援） 

（事後評価の結果、２件事業終了、
４４件事業計画見直し）

計画事業  ７９件 

事業終事 事

交通基本法の制定に向けた検討

計画事業  ８１件 
（実証運行経費35.6%  車両等整備費
23.6%  その他施設整備費9.1%  利用促
進費（情報提供・乗継円滑化等）31.2%  
その他経費0 4%）

事

調査事業 １６８件  計画事業 １３６件 
（事後評価の結果、２０件移行せず） 

計画事業 ４４件

件事業計画見直し）

◆３年間の事業を総括して
事後評価し、本格実施へ 

事業終了事

後

事

後

その他経費0.4%） 
事

後
（年度内に１３件が計画事業に移行） 

調査事業 １１４件  計画事業 
◆事業ごとに事後評価を行い、結果を次年度の事業に反
映させるＰＤＣＡ方式により、効率的・効果的な事業実施を
確保 
◆自己評価だけではなく、有識者による２次評価も実施 

計画事業  ４４件
評

価

評

価
＜５１０市町村で活用＞＜３３０市町村で活用＞

評

価 
 

＜具体的な事例＞ 

   

デマンド交通による効率性・利便性向上 

乗客の要望に応じて、経路・運行時間を変えて
効率的に運行 
→経費を維持したまま、バ →利用者数を維持した

市 活用市 活用

バス運行の効率化 

路線バス、福祉バス、病院送迎バス
等を、コミュニティバスに運行を一元化 

運行経費 削減 利便性 向上により

地域における交通に対する取組みの進展 

活性化・再生法の施行、総合事業の創設に
伴い、交通に対する取組みが進展 

＜地域の変化＞ 

30  
90

→経費を維持したまま、バ

ス利用可能人口が２倍、利
用者数が増加、高齢者の
運転免許証返納が増加 
（長野県安曇野市） 

→利用者数を維持した

まま、増収、経費節減、
補助金削減 
（岩手県花巻市） 

（千人）  （千円）  【運賃収入】 

増

【年間利用者数】 

増

新潟日報(21.10.31) 
京都新聞(21.8.20) 

（百万円） 
11

→運行経費の削減・利便性の向上により、

利用者数・運行収入が増加（北海道当別町） 

【運行収入】  【１㎞あたり運行経費】 

（円） 
200

伴 、交通 対す 取組 展

200

300  （件） （％） 

【１名以上の専任担当者を 
配置している市区町村数】 

【連携計画策定件数】 
【乗車人員】 対前年2.7％増 

22％ 
263件 

0  

10  

20  

19年度 20年度
19年度 20年度 

0 

30 

60 

18年度  20年度 
0 

300 

600 

19年度  20年度 

61％増76％増11

10 

9 

19年度 20年度 

5.9％減 9.7％増 

170 
180 
190 
200

0  

100  

200 

19年度  20年度 

14％ 
60件 

19年度 20年度

○総合事業を活用した市区町村の７６％は、運輸局担当者に相談したり、交通事業者、学識経験者、住民等とのネットワークを構築することが可能となり、関係者間のコミュニケーションを図
る点からも、事業内容に満足している（特に中山間地域や離島など地方部）。 
○総合事業を活用していない市区町村のうち、約５割が今後当該事業を活用したいと考えており、総合事業が地域に浸透していることが分かる。 

総合事業に対する地域の意識 

※市区町村へのアンケート調査（21年7月実施） 



地域公共交通活性化・再生総合事業における施設整備について 

地方における公共交通の現状

●地方における公共交通の収益性はもともと低く、事業者任せでは、公共交通の改善の
ための取組が進まないというのが現状。 
●このため 地域公共交通の改善のため 事業者任せではなく 地域が一体となって支

地方 おける公共交通 現状

地方における施設整備 

●このため、地域公共交通の改善のため、事業者任せではなく、地域が 体となって支
援し、支えていくことが必要。 

●事業者任せでは、地方における公共交通の改善のための取組が進まないというのは、
実証運行や利用促進等のソフト施策だけでなく、車両、設備、ＩＣカード等の施設整備・改
善も同様の事情

地方 おける施設整備

善も同様の事情。 
●例えば、地方におけるＩＣカード整備等は、高齢化が進む地方における高齢者等に対す
るバリアフリーの観点から求められる事業だが、利用者数が限られる地方では、投資に見
合った収益増加が見込めないことから、支援がなければ、整備が進まないのが現状。合った収益増加が見込めないことから、支援がなければ、整備が進まないのが現状。

総合事業における施設整備の位置付け 

●地域公共交通活性化・再生総合事業では、地域が一体となって、公共交通改善のため
に取り組む事業については、ソフト施策だけでなく、車両、設備、ＩＣカード等の施設整備に
ついても支援を実施。 

づ●なお、その際、補助金適正化法に基づき、施設に関しては、一定の処分制限を加えて
おり、これにより補助金の適正な執行を確保。 



地域公共交通活性化・再生総合事業が対象としている地域の取組みについて 

 総合事業は、単年度で完結する事業ではなく、地元において法定協議会を設置し、関係者間で合意形
成を図りつつ 調査事業（１年間）及び計画事業（最大３年間）の実施により 地域公共交通の活性化を図成を図りつつ、調査事業（１年間）及び計画事業（最大３年間）の実施により、地域公共交通の活性化を図
る事業。 

 各地域における合意形成を踏まえた取組が同時並行で進行する中、案件の採択を絞込み、このような
地域が主体的に実施する公共交通の改善に向けた取組を国の判断で中断させることには問題あり。 

イメージ図  法定協議会における合意形成を踏まえ、事業を推進
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以下 同じ

事後評価の
実施 

・地域公共交通については、様々な利害 
 関係が錯綜しており、関係者間で合意形 
 成を図ることも大変な状況。 
・住民ニーズ、事業者間の調整を行うなど、 

合意形成を図るために 月日を重ね議論

■Ｈ２０年度調査事業１６８件の
うち、事後評価の結果、２０件が

■Ｈ２０年度計画事業８１件のうち、事後評価
の結果、２件が次年度へ移行せず、４４件が

事後評価の
実施 

ら
が
、 

の
維
持
・推
進以下、同じ合意形成を図るために、月日を重ね議論。

 
【協議会の構成員】 
市町村、交通事業者、住民、学識経験者、 
ＮＰＯ等地域における関係者 

計画事業へ移行せず。 
■Ｈ２１年度調査事業１１４件の
うち、事後評価の結果、１５件が
計画事業へ移行せず。 

事業計画の見直し。

■Ｈ２１年度計画事業２５９件のうち、事後評
価の結果、２０件が次年度へ移行せず、１２４
件が事業計画の見直し。 

進 



事業についての論点等

 ○当該事業は、地域公共交通の維持・活性化に取り組む地域（法定協議会）に対して、３年
　間を限度に立ち上げ支援を行うものであるが、支援終了後の地域公共交通の維持・活性
　化のあり方をどのように考えるべきか。

 ○地域公共交通の維持・活性化の取組みは、地域の実情に合わせて各自治体が自ら計画
　を策定し、推進する事業について、毎年評価を行いながら支援しているが、国がどこまで
　事業内容の査定を行うべきか。

　【参考】

　  ・平成２０年度予算額（補正後）：　３，０００百万円
　　・平成２１年度予算額（補正後）：　６，５９３百万円
　　・平成２２年度予算額（補正後）：　４，０２０百万円

　　　　　※本事業は平成２０年度に創設

事業名 担当部局庁

論点等説明シート

地域公共交通活性化・再生総合事業 総合政策局


